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研究成果の概要（和文）：アジア諸国では大都市圏地域への急速な人口の集中が続いており、気候変動下でますます災
害時危険性の高まっている地域でのインフォーマル市街地が急速に拡大している。本研究では、気候変動下の都市貧困
地域における脆弱性の観点からみた課題の分析、コミュニティ事例調査を通じての参加型プロセスおける脆弱性改善の
評価、コミュニティの有する様々な資源を柔軟に組み合わせることにより脆弱性を漸進的に軽減していく（脆弱性マネ
ジメントアプローチ）ための方法論の検討を通じて、アジア各都市において拡大する都市貧困地域における脆弱性の観
点からみた課題を整理したうえでコミュニティを主体とする脆弱性マネジメント方法論を提案した。

研究成果の概要（英文）：In Asian countries, population concentration to metropolitan cities is a major tre
nd, and informal communities have been expanded to vulnerable areas where vulnerabilities are even increas
ing under the impacts of climate change. Against this background, this study conducted the analysis of the
 vulnerabilities of poor communities under the impact of climate change, evaluation of community-based vul
nerability reduction activities in informal settlements, examination of alternative approaches of improvem
ent measures in informal settlements.  In conclusion, the study recommended the community-based vulnerabil
ity management approach. 
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

アジアの発展途上諸国では大都市圏地域へ

の急速な人口の集中が続いているが、形成さ

れる市街地の 30～70%程度は、正規の土地所

有権を有していない、あるいは正規の開発許

可手続きに則っていないなどの点で、インフ

ォーマルな開発により市街化が進行してお

り、都市の貧困層が集中して居住する地域と

なっている。とくに、都市計画マスタープラ

ンにおいて市街化が抑制すべき地域とされ

ているような、災害時危険性の高い急斜面地

や河川沿岸や湾岸地域の低地地域へとイン

フォーマル市街地が急速に拡大している。今

後都市化により遊水機能の一層の低下が予

想されること、とりわけ、今後、気候変動の

影響により洪水被害の一層の拡大が予想さ

れることから、災害に対して脆弱なインフォ

ーマル市街地の漸進的改善の方法論が必要

となっている。 

２．研究の目的 

上記の背景のもとでの本研究の目的は、ア

ジア各都市において拡大する都市貧困地域

における脆弱性の観点からみた課題を整理

したうえでコミュニティを主体とする脆弱

性マネジメント方法論を提案することであ

る。 

３．研究の方法 

本研究は以下の方法により実施した。 

・気候変動下の都市貧困地域における脆弱

性の観点からみた課題の分析。 

・コミュニティ事例調査を通じての参加型

プロセスおける脆弱性改善の評価。 

・コミュニティの有する様々な資源を柔軟

に組み合わせることにより脆弱性を漸進的

に軽減していく（脆弱性マネジメントアプロ

ーチ）ための方法論の提案。 

４．研究成果 

(1) アジア都市におけるインフォーマル市街

地の脆弱性改善の特徴と課題 

80 年代以降、政府主体のトップダウン・ア

プローチから Pro-Poor 開発政策へとシフト

し、貧困層を対象とする住宅政策が大きな潮

流であったが、現在では Inclusive Growth

政策のもとで民間によるマス・ハウジングが

ひとつの流れとなっており、政府から民間へ

とアクターは変わったものの、近年、再び、

マス・ハウジングか貧困層のエンパワメント

を通じてのセルフヘルプ・ハウジングかとう

議論が焦点となってきている。 

 一方、1990 年代に、都市貧困層を対象と

するハウジング政策において、政府、コミュ

ニティに加えて、第３の軸としての市場がは

じめて登場した。規制の緩和と許認可プロセ

スのワンストップ・サービス化により、土

地・住宅コストのうち２～３割以上を占める

と推定された取引コストを低減するととも

に低所得層にも利用可能な住宅金融を整備

することで低所得層にもアクセス可能な土

地・住宅市場を創出するという考え方である。 

 さらに、2000 年代に入り、土地権利の獲

得を通じて貧困層の市場へのアクセスを促

進することを目的として、世界銀行により政

策的力点がおかれるようになったのが土地

権利正規化政策である。 

 一方で、コミュニティの結束力の背景には

コモンズとしての共有的土地利用観念があ

り、とりわけスラム地域においては、土地所

有権を持たないからこそ共有的な観念のも

とで共同的利用がはかられ、そのことでコミ

ュニティの結束が醸成される。コミュニテ

ィ・ガバナンスの成長をいかに進めていくか

が今後の課題となっている。 

(2) アジア都市における気候変動に対応した

コンパクト都市政策の特徴と課題 

アジア各国では、気候変動ならびに自然災

害への適応策の実施に対して危機感をもっ

て臨んでいる。加えて、先進的なアジアの都

市自治体は、気候変動緩和策すなわち CO2

削減策に対しても積極的に取り組んでいる。 

一方で、多くのアジア都市では、自動車交



通量の急増によって、PM2.5問題に代表され

るような深刻な大気汚染問題のもとにある

一方で、洪水の多発など、気候変動の影響の

もとで自然災害の深刻化が大きな問題とな

りつつある。本研究で実施した都市調査の結

果、このような状況のもとで、アジア各都市

において、環境問題、CO2削減策、インフォ

ーマル市街地への対応を含む自然災害と気

候変動への適応策の３つの課題に対して、相

乗効果をもつ施策を重点的に実施していく

戦略的な都市計画の実施が大きな課題とし

て認識されるようになってきていることが

判明した。 

 具体的な事例として、本研究において事例

研究を行ったフィリピンでは、2011年に気候

変動に関わる国家戦略フレームワーク

（2011-2028）を策定し、気候変動に対する

緩和策と適応策の長期基本方針を定めたが、

同フレームワークでは、とりわけ、気候変動

への適応策に重点が置かれている。同フレー

ムワークと連動して、同じく 2011 年に、災

害リスク緩和およびマネジメントに関わる

国家計画(2011-2028)を策定し、最も小さな行

政単位であるバランガイ（コミュニティ）か

ら、地方自治体、州、国のレベルまで各レベ

ルの政府に災害リスク緩和およびマネジメ

ント委員会を設置した。フィリピンの事例は

コミュニティ・レベルから国のレベルまで、

一貫した脆弱性改善ガバナンスの仕組みを

構築した先進的な事例である。 

(3) コミュニティの脆弱性マネジメント 

本研究においては、インド、ベトナム、フ

ィリピン、タイ、セネガルを対象としてイン

フォーマル市街地コミュニティの事例調査

を実施し、それらのコミュニティにおける自

己組織化的な脆弱性改善の仕組みを解明し

た。以下でムンバイの事例について報告する。 

 インフォーマル市街地の拡大を受けて、

ムンバイにおいても、1970 年代以降、表に

示すように、さまざまな改善政策が実施され

てきた。調査の結果、1970 年代、80 年代に

おいては、基本的にセルフ・ヘルプ・アプロ

ーチのもとで、既存スラム（インフォーマル

市街地）における最低限の生活インフラ整備

が目的とされていたと言えるが、1990 年代

以降、市場アプローチのもとで、容積率の緩

和・移転により、民間デベロッパーの参入を

促しつつ、インフォーマル市街地の再開発を

積極的に進める方向へと向かっていること

が判明した。しかし、再開発型の脆弱性の改

善の場合、物的環境の点から見ても、住民に

提供される再定住アパートは、住戸面積も通

常 22.5m2と狭小である上、住棟間隔も著し

く狭い。また、インフォーマル市街地では住

宅内あるいは地区内で商売・手工業を営む人

が多いが、移転によりこれらの人々は職を失

う場合が多いなど、社会的な観点からみても

多くの問題が指摘される。 

 

表 ムンバイにおけるスラム改善政策の展開 

年 制度・事業名 内容 

1971 Slum Areas Act 州法。不法占拠のもとにある居住環境の

劣悪な地区を州政府がスラムとして認定
する。スラムとして認定されると居住者

の追い立てができない。 

1972 Slum 

Improvement 
Program 

中央政府支援事業。水、トイレ、排水、

電気などのサービスの提供。多くのスラ
ムで一定のサービスの改善がなされたも

のの、抜本的な生活環境の改善には至っ

ていない。 

1975 Maharashtra 
Vacant Lands 

Act 

州法。この法律により指定されたスラム
は空地として強制撤去の対象となる。政

府は居住者に代替住宅を提供する。 

1985 Low Income 

Group Shelter 
Program 

世銀の支援によるサイト＆サービス事

業。土地供給が十分になされず、実施は
限定的。1995 年に事業終了。 

1985 Slum Upgrading 

Program 

世銀支援事業。Slum Improvement Program

の後継事業。借地権・住宅ローンの付与

が事業に加えられた。1995 年に事業終了。 

1991 Slum 
Redevelopment 

Scheme 

91年 Development Planともに改正された
開発規制により導入。住民の 7割以上の

賛成のもとで、民間所有地においてスラ

ム地区を再開発する場合、容積率が 250%
まで緩和される。居住者は元の土地で賃

貸住宅が提供され、余剰容積をデベロッ

パーが利用できる。 

1995 Slum 
Rehabilitation 

Scheme 

95 年の開発規制改正により導入。デベロ
ッパーは地域外に再定住アパートを確保

でき、もとの土地では、住民再定住必要

床面積の平均 2倍の容積を新たに付与さ
れる。場合によっては、他地区への容積

率移転も認められる。 

 

 一般に、土地権利を持たず、居住の権利



の不安定なインフォーマル市街地では、生活

インフラ・サービスの整備や再開発圧力に伴

う住民追い立てに対する対抗などのために

住民間の結束と親密な関係性の維持が重要

となる。一方で、インフォーマル市街地は、

住宅が狭小であり、かつ政府による公共空間

の整備も十分には期待できないという条件

の中にあり、このため、住民自らが住民間の

関係性を維持するための場を形成・維持して

いく必要に迫られている。 

このような条件のもとで、本研究がコミュ

ニティ事例調査の対象としたダラービー地

区においては、以下のような自己組織化型の

コミュニティ管理システムが形成され、社会

的な脆弱性を実質的にマネジメントする仕

組みが形成されていることを発見した。 

 第一に、多様な宗教や出身地・言語により

異なる社会グループにおいて、人々が集住し

ていくための空間的な論理として、容易に他

者が入り込むことができず、その故に安全性

の確保された路地により構成された同質的

コミュニティ間の棲み分けの原理が挙げら

れる。住宅スペースの狭小な当該地域におい

て、路地は、とりわけ、女性の貴重な交流の

場として近隣の住民の紐帯を育む場ともな

っている。 

 第二に、ダラービーにおいて、棲み分け

と並ぶもう一つの原理として観察されるの

が共生の仕組みである。とくに、ヒンズー、

ムスリム間では深刻な宗教紛争があり、ダラ

ービーのように両者が近接して居住する地

域においては、両者の共生は重要な課題であ

る。本研究では、多様なコミュニティの共生

の原理として、商店街が、宗教や出身地・言

語を超えて、異なるコミュニティに属する成

員間の緩やかなネットワークを形成する交

流の場として機能していることを発見した。 

 第三に指摘できるのが、コミュニティに

よりスラム内広場が形成・維持され、コミュ

ニティの紐帯の形成のための空間的媒介と

して重要な役割を果たしている点である。ア

ンケート調査の際に実施した補足ヒアリン

グにおいて、スラム内広場の形成過程として、

市街地形成の初期に空地が広場として利用

されていたのが、市街化が進行し、建物が建

て詰まるにつれて次第に狭まったものの、最

終的に、コミュニティ住民の冠婚葬祭に必要

な最小限のスペースが維持されたものであ

ることがわかった。土地が、実体上、誰のも

のでもない中で（登記上は、多くの場合、公

有地であるが）、いわば、お互い様の論理の

中で貴重なコミュニティ空間が維持されて

きた例である。 

ここで特に指摘しておかなければならな

いのは、「フォーマルな都市計画」のもとで、

土地賃貸権が公的に付与され、計画的に改善

された地区であるチョール地区の場合は、敷

地規模を最大化するという単純な論理のも

とで短冊状に区画整理された結果、このよう

な広場が失われてしまっている点である。こ

の事例は、インフォーマルなプロセスで形成

されてきた社会生態空間を「フォーマルな計

画」が破壊してしまうという典型的な事例を

提供するものである。 

（４）結論 

ブリコラージュ都市の可能性 

 インフォーマル市街地には、漸進的に共

有的な観念を保ちつつ形づくられてきたか

らこそ、生まれてきた、さまざまな特質があ

る。そこでは、コミュニティの維持、ヒュー

マンスケールの親密な空間、ローカルな生活

に根ざす自生的な空間の生成、固有の文化を

反映した農村の空間的伝統、住まいとともに

零細商店・工場などの働く場が一体として提

供されていること、等、どの要素を欠いても、

全体としてのバランスが崩れてしまうよう

な、一見脆弱ではあるが、実はレジリエンス

に富む社会生態的空間が形成されているこ

とが発見された。本研究では、このようなプ

ロセスでつくられる都市をブリコラージュ



（手仕事）都市と名付けたが、このような都

市の成長プロセスは、国家による強制＝フォ

ーマル都市計画から、人々の即興的で創発的

な試みが自己組織化的に全体性へと成長す

る、新たなプランニングのプロセスを提示す

るものである。 

自己組織化型コミュニティ・ガバナンス 

自己組織型空間ガバナンスとは、各主体が

連携して包括的ビジョンを描き、そのうえで、

各主体が、多様な主体との対話を通じて、ビ

ジョンの深化・共有のプロセスを経つつ、自

立的なまちづくりを進めていくというプロ

セスをへて構築される空間ガバナンスのこ

とである。 

 本研究で実施したコミュニティ事例研究

より、個別コミュニティが柔軟にネットワー

クを形成することで、社会的脆弱性の軽減が

果たされることが明らかとなった。すなわち、

コミュニティ、自治体、大都市政府、市民団

体、民間団体等のステークホルダーが空間的

にも時間的にも柔軟にネットワークを形成

するという順応的マネジメントの考え方の

もとで、対象都市における既往の環境的課題

に対するコミュニティ間の連携、自治体間の

水平的・垂直的連携、異なるセクター間の連

携を図っていくことが重要である。 
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